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２０ 平成２３年５月１８日申請（平成２３年（争）第１号）（接続料の算定根

拠の開示） 

（１）経過 

平成２３年  

５月１８日 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「ＮＴＴドコモ」

という。）から、あっせんの申請。（⇒（２）） 

委員会から、ソフトバンクモバイル株式会社（以下「ＳＢ

Ｍ」という。）に対し、あっせんの申請があった旨の通知。 

６月２７日 あっせん委員（渕上委員長代理、尾畑委員、山本委員及び

小野特別委員）の指名。 

７月 ７日 ＳＢＭから、答弁書の提出。（⇒（３）） 

１４日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの答弁書（７月７日付け）

に対する意見書の提出。 

１９日 あっせん委員による審議。 

２６日 ＮＴＴドコモから、意見書の提出。 

ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（７月１４日付け）

に対する意見書の提出。 

両当事者から意見の聴取。 

８月 ７日 ＮＴＴドコモから、意見書の提出。 

８日 ＳＢＭから、意見書の提出。 

２３日 ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（８月７日付け）

に対する意見書の提出。 

２４日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの意見書（８月８日付け）

に対する意見書の提出。 

両当事者から意見の聴取。 

９月 ９日 ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（８月２４日付け）

に対する意見書の提出。 

２１日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの意見書（９月９日付け）

に対する意見書の提出。 

２７日 ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（９月２１日付け）

に対する意見書の提出。 

両当事者から意見の聴取。 

１０月 ７日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの意見書（９月２７日付け）

に対する意見書の提出。 
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２１日 ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（１０月７日付け）

に対する意見書の提出。 

１１月 ２日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの意見書（１０月２１日付

け）に対する意見書の提出。 

２９日 ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（１１月２日付け）

に対する意見書の提出。 

１２月 ９日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの意見書（１１月２９日付

け）に対する意見書の提出。 

２８日 ＳＢＭから、ＮＴＴドコモからの意見書（１２月９日付け）

に対する意見書の提出。 

平成２４年  

１月１０日 ＮＴＴドコモから、ＳＢＭからの意見書（１２月２８日付

け）に対する意見書の提出。 

１３日 あっせん委員による審議。 

２３日 あっせん委員による審議（あっせん打切りを決定）。（⇒

（４）） 

委員会から、両当事者に対して、その旨を通知。 

 

（２）申請における主な主張 

 

ＮＴＴドコモは、ＳＢＭの２０１０年度（平成２２年度）相互接続料の協

議に当たり、ＮＴＴドコモが自ら検証することが可能となる情報が必要で

あるとして、ＳＢＭに対してガイドライン（注）別表第２に定める情報の開

示を要求してきたが、ＳＢＭから十分な情報開示がなされず協議が不調と

なったことから、当該情報の開示について、あっせんを申請する。 

  （注）「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」 

 

（３）答弁書における主な主張 

 

ＮＴＴドコモが開示を求めているガイドライン別表第２に定める情報に

は非公表の経営戦略に関わる情報を含むため、ＳＢＭとしては、競合事業者

であるＮＴＴドコモに当該情報の開示を行うことは困難である。 

ＳＢＭとしては、中立的な第三者機関である電気通信紛争処理委員会に２

０１０年度（平成２２年度）接続料に係る情報開示を行い、委員会において

当該接続料について検証し、ＮＴＴドコモにその適正性を示してもらいたい。 
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（４）事案の処理 

 

   本事案については、３回の意見聴取のほか、多数の意見書のやり取りを

行い、その過程において当事者から合意形成に向けた一定の提案等があっ

たが、開示する情報の範囲や第三者機関による検証の実施について、当事

者間に合意が成立する見込みがないと判断したため、あっせんを打ち切る

こととした。 

 


